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１ 問題意識と目的 
クオリティ・オブ・ライフ（以下、QOL）は多義的であり、このため「生の質」、「生活の
質」、「幸福感」等の意味で解釈されることがある。さらに、学際的な概念であるために、多
様な解釈がなされるだけでなく、他の学問領域の研究成果が十分に共有されているとは思
われないのが現状である。本研究は、経済学、社会学、統計学、倫理学においては、QOLと
いう用語が登場する以前から、QOL とほぼ同義の広義の福祉（well-being）の測定（＝数
量化）に関して先駆的な研究成果が蓄積されてきたこと、それらの研究成果が QOLの数量
化に役立ちうることを明らかにし、QOL に関わりをもつ異分野の研究者たちの研究の発展
の一助とすることを目的とする。 
 
２ 本論文の構成 
本研究は 3つの章によって構成されており、各章の課題は以下の通りである。 
第Ⅰ章では、経済学、社会学、統計学およびその関連領域における福祉（well-being, 
welfare）の数量化の歴史的推移について考察することを課題とした。本研究では、QOLの
概念が登場する以前の、つまり、1690 年代から 1970 年代前半までの福祉ないし生活状態
の数量的把握の歴史を、先行研究に基づいて、次の 6つの期間に区分した。①観察によって
経験的に得た数字をもとに、生活状態を推測した期間、②典型的と考えられる労働者家族を
選んで、家計を中心とする家族生活の綿密な観察を行った期間、③初歩的な家計調査を通じ
て消費を数量的に把握しようとした期間、④大規模な貧困調査を通じて生活状態が明らか
にされた期間、⑤標本理論に基づく家計調査の期間、⑥福祉を多様な角度から数量的に把握
しようという試みが先進各国において熱狂的になされた期間。本研究では、これら 6 つの
期間をそれぞれ、①推算の時代、②典型調査の時代、③初期家計調査の時代、④大規模な貧
困調査の時代、⑤標本理論に基づく家計調査の時代、⑥社会指標運動の時代と呼ぶことにし、
それぞれの期間における代表的な研究について検討した。 
第Ⅱ章では、広義の福祉、すなわち、個人あるいは社会全体の幸福の数量化（幸福計算）
に関する経済学と倫理学の理論的研究の歴史について考察することを課題とした。幸福計
算の創始者である 18世紀後半のベンサム（Jeremy Bentham, 1748-1832）の時代から 1930
年代のロビンズ（Lionel Charles Robbins, 1898-1984）による幸福計算に対する批判まで
の期間における議論の展開を考察することを本章の第１の課題とした。幸福計算において
は効用の基数性が議論の前提とされていたが、ロビンズによる批判以降、効用に関する理論
的な研究は、①序数的効用を前提とする無差別曲線分析、②効用を一切前提とせずに消費者
行動を説明できるとする顕示選好理論、③個々人の効用を社会全体について集計する方法
を議論する社会的厚生関数、④社会的厚生関数が民主主義的手続きによって決定しうるか
どうかを議論する社会選択論、という 4 つの方向で進められてきた。これら 4 つの方向の
研究が QOL の基礎理論を構築する上で重要な役割を果たしうるかどうかを検討すること
が第Ⅱ章の第 2の課題である。 
幸福計算およびロビンズによる幸福計算の批判以後に展開された効用に関する議論は、
いずれも、制度や行為をその帰結に従って道徳的に判断する「帰結主義」の立場に立ってい
るだけでなく、その帰結の望ましさを判断する際に、個々人の厚生・効用・満足のみを判断
の材料とする「厚生主義」（welfarism）の立場に立っている。これに対して、帰結の望まし
さを厚生・効用・満足以外の要因によって判断しようとする立場は「非厚生主義」（non-
welfarism）と呼ばれている。アマルティア・セン（Amartya Sen, 1933-）は、人びとの機
能（人びとがなしうること、あるいはなりうるもの）に注目し、潜在能力の理論を提示した。
この理論は帰結の望ましさを機能の充足度によって判断しようとするものであり、非厚生
主義を代表する理論の 1つとなっている。筆者は、この潜在能力の理論が、広義の福祉の測
定、ひいては QOL測定の基礎理論としての可能性を秘めていると考える。このため、この
理論について考察することを第Ⅱ章 
の第 3の課題とした。 
第Ⅲ章では、QOL測定のグランド・セオリーの構築について若干の考察を行う。筆者は、
QOL 測定のグランド・セオリーの構築は極めて困難であり、場合によっては不可能かもし
れないことを率直に認める。しかし、たとえ可能性が低いとしても、グランド・セオリー構
築のための努力は継続すべきであると考える。こうした努力を継続するうえでの方向性と
して、筆者は、QOL の理論構築を試みた先行研究においては、方法論的な検討が不十分で
あったと考える。筆者は、こうした方法論的な検討の方向性に関する示唆を行って本研究の
結びとした。 
 
３ 各章の要約 
 
3.1 第Ⅰ章の要約 
 福祉ないし生活状態の数量的把握の試みの第 1 期を推算の時代と名付けたのは、統計学
および経済学の創始者の 1人であるペティ（William Petty, 1623-1687）が、統計調査を行
わずに、観察によって経験的に得た数字をもとに、生活状態を推測したからである。ペティ
は『政治算術』（初版 1690年）において、標準生活費の推定を行い、また、『アイルランド
の政治的解剖』（初版 1692 年）において、アイルランドの庶民の 8 割が低劣な生活状態に
あると推測した。ペティの推計作業は極めて大雑把であり、しかも推計の基礎が明示されて
いないという限界がある。しかし、富やその源泉の実態の認識が社会の不安や動揺を克服し、
社会全体の福祉を増進するという観点の下に、彼が研究を行ったことは高く評価される。 
 第 2期の典型調査の時代を代表するのは、ル・プレ （ーPierre Guillaume Frédéric le Play, 
1806-1882）が『ヨーロッパの労働者』（初版 1855年）において提示した家族モノグラフの
方法である。この方法は、同一地域に住み，同じ職業に従事している、平均的な家族規模、
年齢構成、富、道徳をもつ一定数の家族の生活状態を研究すれば、特定地域の家族の生活状
態の平均的な姿を映し出すことができるとの仮定に基づくものである。しかし、家族モノグ
ラフによって描き出された家族の生活状態が、特定地域の平均的な姿を映し出しているか
どうかについて、早くから疑問が投げかけられていた。この点が典型家族のアプローチ（＝
典型調査）の限界であると言える。この典型調査の方法に代わりうるのが家計調査の方法で
ある。 
 第 3 期の初期家計調査の時代を代表するのが、デュクペショー（Édouard Antoine 
Ducpétiaux, 1804-1868）とエンゲル（Ernst Engel, 1821-1896）である。デュクペショー
はベルギー統計中央委員会が提示した家計収支の分類に基づいて、労働者家族の家計調査
を実施し、調査結果を『ベルギー労働者階級の家計』（1855年）として公表した。プロイセ
ンの統計局長を務めたエンゲルは、デュクペショーのベルギーの調査結果を、支出階級別に
編成し直したものを『ベルギーの労働者家族の生活費』（1895年）として発表し、有名なエ
ンゲルの法則を発見した。デュクペショーによる家計調査は近代的な家計調査の嚆矢とみ
なすことができるものの、標本調査であるにもかかわらず、標本抽出がどのようになされた
か不明であり、信頼性に限界があった。当然のことながら、これを利用したエンゲルの研究
成果も、同じ限界を抱えていた。 
 第 4期の大規模な貧困調査の時代を代表するのがブース（Charles Booth, 1840-1916）と
ラウントリー（Benjamin Seebohm Rowntree, 1871-1954）である。両者はいずれも大実業
家で、私費を投じて大規模な社会調査を行った。前者はロンドンを対象として、後者はイン
グランド北部の都市ヨークを対象として、19 世紀末に調査を開始した。ブースのロンドン
調査は 1886 年から 1902 年までの 17 年間にわたって行われ、その成果は『ロンドンにお
ける民衆の生活と労働』と題する 17冊の報告書に纏められた。この報告書は「貧困」、「産
業」、「宗教的影響」の 3つのシリーズからなるが、福祉の測定という観点からすると、「貧
困」のシリーズが重要である。ブースはロンドン調査にあたって、民衆の生活と労働の関係
を明らかにするために、家族を 8つの階級に分類した。1891年にロンドン全体の貧困調査
が終了したが、調査結果は驚くべきものであり、ロンドンの人口の約 30％が貧困状態にあ
るというものであった。ブースのロンドン調査から刺激を受けたラウントリーは、ヨーク市
の召使いのいない家族を労働者階級と規定し、これに該当する全家族を調査対象とする第 1
回ヨーク調査を 1899年に行った。彼は、収入が肉体的能率（physical efficiency）を維持す
るために必要な水準に達しない世帯を第 1 次貧困世帯と呼び、単に肉体的能率を維持する
に足る程度の収入しかない世帯を第 2次貧困世帯と規定した。第 1回調査の結果、1次的貧
困と 2 次的貧困の総人口に占める割合は 27.8％であることが明らかになった。ブースとラ
ウントリーの研究は貧困研究に位置づけられることが多いが、貧困層だけでなく、一般市民
を調査対象に網羅しているので、市民全般の生活状態、さらには福祉の状態の測定という点
からも評価に値する。 
 第5期の標本理論に基づく家計調査の時代を象徴するのがボーレ （ーArthur Lyon Bowley, 
1869-1957）によるイングランドの地方都市の労働者調査である。1912 年にボーレーは彼
の勤務する大学の所在地であるレディングにおいて、層別系統抽出法によって 677 の世帯
を抽出し、そのうち 622世帯が労働者世帯に該当することを把握した上で、家賃、部屋数、
世帯員数、賃金稼得者数、週給、被扶養者数、消費支出などを調査した。この調査によって
レディングの労働者世帯の 29％が貧困に苦しんでいることが明らかとなり、20世紀に入っ
てからもイギリス社会に貧困が高い割合で存在することを明らかにした。この調査結果は
イギリス社会にショックを与え、その結果、ボーレーは民間資金の提供を得て、1913 年に
イングランドのノーザンプトン、ウォリントン、スタンレーという 3 つの地方都市をレデ
ィング調査と同じ方法で調査することになった。調査の結果、他の 3 都市はレディングほ
ど貧困世帯の割合が高くないことが判明したが、それでもなお、4都市の貧困線以下の世帯
の平均は 14%に達していた。ボーレーが標本調査を行った時点では、乱数表は発明されて
おらず、小標本の理論であるｔ分布もまだ標本理論に組み入れられていなかったため、今日
の標本抽出法の基本とも言うべき無作為抽出法を利用できなかったが、ボーレーの調査方
法は無作為抽出法に匹敵するレベルに達していた。 
 第 5 期までの福祉ないし生活状態の数量的把握の試みは、個人ないし世帯を調査単位と
していた。これに対して、1960 年代後半から 1970 年代前半に主要各国において生じた第
6期の「社会指標運動」は、社会全体の福祉ないし生活状態を数量的に把握しようとする試
みであった。社会指標運動における福祉測定の内容は多様であったが、本研究では、福祉測
定の学問的営為を、社会報告、福祉 GNP、非貨幣的福祉指標、主観的指標の 4つの潮流に
区分して、そのそれぞれについて考察した。社会報告とは、福祉を多元的に捉え、福祉の各
次元がどのように変化しつつあるかに関する情報を提供し、政策形成に役立てることを目
的とするものであり、アメリカ保健教育福祉省の報告書『社会報告に向けて』（1969年）が
代表的な研究成果である。福祉GNPの代表的なものは、ノードハウス（William Nordhous，
1941-）とトービン（James Tobin, 1918-2002）が「成長は陳腐化したか」（1973年）と題
した論文で公表したもので、彼らは GNPをベースにして、余暇時間と主婦の家事労働を帰
属計算して GNPに加え、他方、手段的消費・投資、および経済成長や都市化に伴う損失を
GNPから控除したものをMEW（Measure of Economic Welfare）と名付けた。非貨幣的福
祉指標は国連社会開発研究所、OECD、わが国の経済企画庁などによって開発された。主観
的指標として特筆に値するのは、ランド研究所のダルキー（Norman Crolee Dalkey, 1915-
2004）が中心になって 1970年にデルファイ法を用いて実施した、クオリティ・オブ・ライ
フに影響を及ぼす主観的要因についての研究である。この研究成果は 1972年に『クオリテ
ィ・オブ・ライフの研究』と題して刊行された。この第 6期の社会指標運動は、1973年に
第 1 次オイルショックによって世界的な経済危機が発生すると、急速に下火になってしま
った。 
 
3.2 第Ⅱ章の要約 
 QOL に関する先行研究の大部分が、これまで経済学および倫理学において展開されてき
た幸福計算の可能性をめぐる議論を無視してきた。そこで第Ⅱ章では、QOL の研究に携わ
る倫理学、経済学以外の領域の研究者の今後の研究の礎を提供することを目的として、幸福
計算をめぐる倫理学者、経済学者の議論を再検討した。その結果、次のような所見が得られ
た。 
 ベンサムは経済学者とは言い難いが、後続の経済学者に対する影響力および幸福計算の
創始者という点から、彼の幸福計算に関する議論を最初に取り上げた。彼の議論は歯切れの
よいものであり、量的功利（快楽）主義の論旨は一貫性を保っている。ベンサムの意義は、
「快楽や苦痛の差には目もくれずに、徹底的にそれらを量に還元して、計算可能なものとし
て理解しようとした」ことに尽きるといえる。また、「最大多数の最大幸福」の原理は彼の
オリジナルとは言えないかもしれないが、この原理を社会改良に応用しようとした彼の意
図は高い評価に値する。 
次に、ベンサムの知遇を得ていた J. S. ミルは、「幸福とは快楽を、そして苦痛の不在を
意味」すると述べたように、幸福、快楽、苦痛などの定義に関してはベンサムの見解を踏襲
していた。しかし、幸福の内容については意見を異にしていた。ミルは快楽と苦痛の質の差
を考慮すべきことを説いたのであり、彼の功利主義は質的功利主義とも呼ばれる。しかし、
誰が快楽と苦痛の質についての最終判定者となるのかという重大問題を、彼の質的功利主
義はクリアできない。幸福計算の観点からする限りにおいて、ミルの質的功利主義は、計算
の実践者に過大な期待を寄せざるをえず、実行可能性という点においてベンサムよりも後
退したとの印象をもたざるをえない。 
ようやく近年になってから再評価されているシジウィックは、功利主義を最も深くかつ
体系的に論じた倫理学者である。彼は究極的な善は幸福しかありえないという立場に立ち、
幸福＝快楽と考えていた。彼は快楽の総和をもって社会全体の善とみなしている。幸福計算
に関しては、彼は J. S. ミルの質的功利主義を批判し、ベンサムの量的快楽主義に戻ること
の必要性を感じていたようである。シジウィックは、幸福計算の方法論については直接貢献
しなかったものの、幸福計算を行う上で考慮すべき点を指摘したことに彼の功績が認めら
れる。具体的には、第 1に、利己的快楽主義と普遍的快楽主義の対立の可能性を指摘したこ
と、第 2に、快楽の中に個人の選好の概念を取り込んだこと、第 3に、全体的功利と平均的
功利の区別を行ったこと、第 4 に、経済学との関連において幸福を実現する方法を提案し
たこと、これら 4点に、彼の幸福計算への寄与を認めることができる。 
幸福計算という観点から見た場合、この問題に経済学の領域からはじめて本格的に取り
組んだのはジェヴォンズであった。彼は快楽を最大化することが経済学の目的であると断
言し、その測定法を考察した。彼が 1870年代に起こった経済学の限界革命の旗頭の 1人で
あったことに象徴されるように、彼は快楽そのものではなく、「効用」を、快楽を生み出す
ものと規定した。さらに彼は、総効用を幸福計算の測定対象にするのではなく、限界効用を
測定すべきことを指摘した。しかし、限界効用を測定する尺度としてもっぱら価格だけを論
じたことから明らかなように、ジェヴォンズの考察は経済学の領域にとどまり、また、効用
の可測性についても十分な理論を展開したとは言えない。 
ジェヴォンズとも私的交流のあったエッジワースは、功利主義に対して興味を抱き、快楽
と苦痛の計算方法、すなわち、幸福計算について考察した。しかし、彼の導いたのは、効用
の可測性（および加法性）を前提としない、より一般的な効用関数である。その結果、効用
の概念ははるかに空虚で捕らえどころのないものになり、同時に幸福計算も虚ろなものに
なってしまったと思われる。 
ピグーは「福祉の経済学」の創始者であり、幸福計算の可能性について楽観的であった。
その理由は、彼は依然として効用の可測性および効用の個人間比較の可能性を信じていた
からである。また、彼の考察の対象としたのは全体的な福祉ではなく、貨幣で測定できる経
済的福祉であった。このためピグーは幸福計算の範囲を矮小化したと言えるかもしれない。
そうした中で、彼の功績は、いわゆる「ピグーの 3命題」を提示したこと、とくに分配面の
重要性を認識し、幸福計算においてもこの点を考慮すべきことを示唆した点にあると考え
られる。 
ピグーの「福祉の経済学」は、効用の可測性と個人間比較の可能性を否定したロビンズの
批判によって頓挫した。ロビンズによる基数的効用論に対する批判以降の経済学を現代経
済学と呼ぶことにすれば、本章の後半では、効用の概念を巡って展開された現代経済学の 3
つの方向の議論について考察した。 
第 1 の方向は、無差別曲線分析と顕示選好の理論であり、これらは基数的効用理論の軛
から脱することを可能にするものである。19 世紀末にエッジワースによって種が蒔かれ、
20世紀初頭にパレートによって水が与えられ、1930年代にヒックスによって大きく開花し
た無差別曲線分析は、効用の可測性を前提とせずに、単に、消費者が、2つの財バスケット
のうちどちらが好ましいか、あるいはそれらが消費者にとって無差別であるかを判断でき
るという仮定を前提にするだけである。この点において、無差別曲線分析は基数的効用理論
を凌駕したことは間違いない。しかし、無差別曲線分析は経済学から効用の概念を無用にし
たわけではなく、基数的効用を序数的効用に置き換えたにすぎない。無差別曲線分析に続い
て登場した顕示選好理論は、効用の概念を一切前提とせずに、消費者行動を説明することが
可能であることを示した。しかも、この理論から無差別曲線を導くことが可能なことも明ら
かにした。それでは顕示選好の理論は現代経済学から効用の概念を完全に放逐することが
できたのであろうか。標準的なミクロ経済学のテキストを繙いてみれば明らかなように、顕
示選好の理論のみで消費者選択の説明を試みるものは少数であり、無差別曲線分析を消費
者選択の分析の中心に据えるものが大多数である。さらに入門書に至っては、限界効用逓減
の法則を依然として用いているものさえある。顕示選好の理論がこのような扱いを受けて
いる主な理由は、この理論が消費者行動を記述するだけにとどまり、消費者選択の背後にあ
る動機を説明できないためであると考えられる。以上のことから、現代経済学は消費者選択
の説明原理としての効用の概念を無用にするまでには至っていないと言えるであろう。 
 第 2 の方向は、社会全体の効用の集計の仕方についての議論である。そこでは個々人の
効用を社会全体について集計する方法を社会的厚生関数と呼び、これによって社会的厚生
が、それに影響を及ぼすと考えられる要因にどのように依存するかを表現しようとするこ
とが試みられた。公共経済学等の分野においては、ベンサム型社会的厚生関数やロールズ型
社会的厚生関数についての研究がなされ、これらの研究によってベンサムの功利主義やロ
ールズの正義の原理の背後に潜む価値判断が明示された。これは広義の福祉の研究に携わ
る他の学問領域の研究者たちにとっても知的共有財産となる重要な貢献であると言える。 
 第 3 の方向は、社会的厚生関数が民主的手続きによって決定しうるかどうかに関する議
論であり、社会選択論と呼ばれる。投票制に代表される民主主義的な決定が、推移律を満た
さないという点で非合理的になる可能性があり、独裁性が唯一合理的決定になりうること
を明らかにしたアローの不可能性定理は重大な問題提起である。板谷淳一は、アロー以後の
研究の方向として、①アローの不可能性定理における仮定の修正や除外によって社会的厚
生関数を再構築しようとする方向、②どのような社会的厚生関数が望ましいかを経済学者
は議論すべきではないという方向、③効用の個人間（家計間）比較を積極的に認めた上で、
現実の経済政策に役立つような経済的命題を導出しようという方向、④政府の意思決定に
おいて単一の社会的厚生関数は存在しないとする方向、の 4 つがあると指摘している。社
会選択論の貢献は、福祉の研究者が、社会的厚生関数に関して、これら 4つの選択肢のうち
どれを選ぶのか、態度を明示することが必要であることを示唆した点にあると言える。 
幸福計算およびロビンズによる幸福計算批判以後に展開された効用に関する議論は、い
ずれも、制度や行為をその帰結に従って道徳的に判断する「帰結主義」の立場に立っている
だけでなく、その帰結の望ましさを判断する際に、個々人の厚生・効用・満足のみを判断の
材料とする「厚生主義」（welfarism）の立場に立っている。これに対して、帰結の望ましさ
を厚生・効用・満足以外の要因によって判断しようとする立場は「非厚生主義」（non-
welfarism）と呼ばれている。 
アマルティア・センは、人びとの機能（人びとがなしうること、あるいはなりうるもの）
に注目し、潜在能力の理論を提示した。この理論は帰結の望ましさを機能の充足度によって
判断しようとするものであり、非厚生主義を代表する理論の 1 つとなっている。潜在能力
の理論は、福祉を規定する客観的な要因としての機能・潜在能力に着目したという点におい
て大きな意味をもつ。他方、この理論の難点は、機能・潜在能力のリストが完備していると
はいえないこと、また、評価関数に関する議論が不十分なことである。本章では、センやヌ
スバウムが想定している機能・潜在能力のリストとマックス-ニーフのニーズの行列とを比
較した。その結果、機能・潜在能力は、マックス-ニーフのニーズの行列における存在論的
カテゴリーの中の状態と行動のカテゴリーに位置づけられた充足因に対応していることを
明らかにした。また、マックス-ニーフのニーズの行列は、機能・潜在能力と社会的・環境
的条件との関係を明示できる可能性のあることも指摘した。したがって、マックス-ニーフ
のニーズの行列は、潜在能力理論と補完的な役割を果たしうることを強調したい。 
 
3.3 第Ⅲ章の要約 
 最終章である第Ⅲ章では、1980 年代から福祉という用語に代わって使用されるようにな
った QOLに関して、その測定法の課題について若干の考察を行った。 
第 2節においては、科学方法論的観点から QOLの測定法を検討することが必要であると
の考えから、この分野の 3人の研究者、すなわち、ヘイグ（Jerald Hage, 1932-）、W. ウォ
レス（Walter Wallace, 1927-2015）、塩野谷祐一（1932-2015）の研究成果を手がかりにし
て考察を行った。まず、ヘイグが『理論構築の方法』（1972年）で提示した方法論的な枠組
みを用いることにより、QOL 指標の作成が社会状態の記述（社会報告）だけを意図するも
のか、それとも QOLの諸要因間の因果分析まで意図するのか、さらには理論構築をも視野
に入れるものであるのかを明らかにすることが可能となることを指摘した。次に、ウォレス
の提示した方法論の循環図式は、経験的観察を科学的な方法の中心に置くことが望ましい
としながらも、QOL の研究方法を単線的に考える必要はなく、①理論の構築、②仮説の設
定、③観察、④経験の一般化、⑤仮説の検証と採否の決定という、科学の 5つの構成要素の
どれを QOL研究の出発点としてもよいこと示唆している点に、その意義を見出すことがで
きる。 
ヘイグとウォレスの方法論は価値判断の問題にほとんど言及していないが、塩野谷祐一
は『価値理念の構造』（1984年）において、➀問題の選択、②結論の内容の決定、③事実の
識別、④証拠の評価という研究の 4 つの段階のいずれにおいても価値判断が入り込む可能
性があると指摘する。そして、塩野谷は価値判断が入り込んだ場合、その価値が何を意味し
ているかを問題にすべきであるという。塩野谷の指摘を QOLの研究に即して言えば、QOL
の評価は指標を用いて行われるが、指標の選択は価値に基づいて行われるので、選択された
指標から、その背後にある価値や関心を推測することが可能であるということである。 
 第 3節では、フィリプス（David Phillips）とラプレー（Mark Lapley）の研究を手がか
りとして、QOL と類似概念である幸福、満足、快・不快との関係について整理を試み、主
観的 QOL と客観的 QOL の間には、両方の QOL が高い場合（幸福で豊か）、両方の QOL
が低い場合（不幸で貧しい）、主観的 QOLが高くて客観的 QOLが低い場合（幸福だが貧し
い）、主観的 QOLが低くて客観的 QOLが高い（不幸だが豊か）という 4つのパターンがあ
ることを指摘した。 
 第 4 節では、QOL を測定する場合、対象とする空間・ネットワークの範囲に応じて、4
つのレベルに区分できることを指摘した。4つのレベルとは、個人を核とし、個人を取り巻
く家族、友人等によって形成されるミクロシステムのレベル、近隣・コミュニティからなる
メゾシステムに対応するレベル、国家を単位とするマクロシステムのレベル、大陸あるいは
地球を包含するグローバルシステムのレベルである。この 4 つのレベルのそれぞれに対応
したQOLの指標を構築することが可能である。本研究ではミクロシステムのレベルのQOL
指標の代表的なものとして健康関連 QOL（HRQOL）について考察した。メゾシステムの
レベルの QOL 指標としては青森県政策マーケティング指標が特筆に値することについて
言及した。マクロシステムのレベルの QOL 指標として、1990 年から作成が開始されてい
る国連の人間開発指数（HDI）、2010年代に入ってから新たに公表されている OECDの「よ
りよい暮らし指標」と国連の『世界幸福度報告』を取り上げ、それぞれの作成方法について
考察を行った。最後に、グローバルシステムのレベルの指標は現時点では存在しないが、ピ
アス（David Pearce, 1941-2005）とバービア（Edward Barbier）の持続可能な発展のモデ
ル、イェール大学とコロンビア大学が共同開発した「環境パフォーマンス指数」、そしてHDI
を組み合わせることによって、世界的な共通目標である持続可能な発展を達成するための
一助とする可能性があることを指摘した。 
 
